
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人国立国際医療研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

　当法人の主要事業は専門的医療の提供と治療技術の開発である。
　役員報酬水準を検討するにあたって、当法人と同じく、研究開発を主要な業務とす
る他のNC法人のうち、常勤職員数（当法人2,019人）で比較的同等と認められる、以下
の法人を参考とした。
　国立がん研究センター･･･当該法人は、同じ国立研究開発法人として専門的医療の
提供と治療技術の開発を実施している（常勤職員数2,171人、医科学分野における研
究を実施）。
公表資料によれば、平成28年度の長の年間報酬額はおよそ20,178千円であり、理事
(非常勤)についてはおよそ2,880千円である。

理事の月額については、国立国際医療研究センター役員報酬規程
に則り、本給（895,000円）に地域手当（179,000円）を加算して算出し
ている。他は同上。

国立国際医療研究センター役員報酬規程に則り、日額60,000円とし
ている。改定なし

国立国際医療研究センター役員報酬規程に則り、日額60,000円とし
ている。改定なし

　役員報酬支給基準は、月例年俸及び業績年俸から構成されてい
る。
　月額については、国立国際医療研究センター役員報酬規程に則
り、本給（1,035,000円）に地域手当（207,000円）を加算して算出して
いる。
　業績年俸についても、国立国際医療研究センター役員報酬規程
に則り、前年度の業績年俸の額に、その者の職務実績に応じて１００
分の８０以上１００分の１２０以下の範囲内で理事長が定める割合を
乗じて得た額である。
業績年俸の支給額は、6月に支給する場合、12月に支給する場合と
もに１００分の５０を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけ
るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

  ②  平成29年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　当法人においては、業績年俸において、当該常勤役員の前年度の業績年俸の額
に、厚生労働大臣の業績評価結果を踏まえ、１００分の８０以上１００分の１２０以下の
範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額としている。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　③ 役員報酬基準の内容及び平成29年度における改定内容

別 添



２　役員の報酬等の支給状況
平成29年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,422 12,420 3,468
50

2,484
（通勤手当）
(地域手当) H29.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

17,501 10,740 4,613 2,148 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

720 720 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

857 857 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

720 720 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

300 300 0 0
（　　　　）

H29.9.1

千円 千円 千円 千円

1,800 1,800 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,860 1,860 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注3：「地域手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給して
　　　いるものである。
注4:千円未満四捨五入

A監事
（非常勤）

B理事
（非常勤）

その他（内容）

B監事
（非常勤）

法人の長

A理事

A理事
（非常勤）

D理事
（非常勤）

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　当法人の使命は、感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保
のために海外における症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に必
要とするもの（以下「感染症その他の疾患」という。）に係る医療並びに医療
に係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に
密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政
策として、感染症その他の疾患に関する高度かつ専門的な医療、医療に係
る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与するこ
とである。
　そうした組織の中で、当法人の理事長は、我が国の感染症その他の疾患
に係る研究、医療水準の向上を目指して、センター病院、研究所、国府台
病院、臨床研究センター、国際医療協力局、国立看護大学校などの部門等
の1,900人を超える常勤職員のほかレジデントや研修医などを統率して、感
染症その他の疾患等の分野における臨床研究や人材育成などの面で成果
を継続して生み出すための高いマネジメント能力やリーダーシップ、研究分
野に関する高度な専門性に加え、法人のトップとして職員や国民からも信頼
を得られる人物が求められている。
　なお、当法人では、理事長の報酬を、当法人と同じく研究開発を主要な業
務とし、常勤職員数で比較的同等と認められるNC法人で、かつ公開資料を
入手できた、国立研究開発法人国立がん研究センターの長の平成28年度
の報酬水準(年間20,178千円)と比較考慮したうえで決定されており、こうした
職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当と考えられ
る。
　また、当法人の平成28年度業務実績評価結果については、10項目中S評
価１項目、Ａ評価2項目、B評価7項目であり、この点を踏まえても、報酬水準
は妥当と考えられる。

　当法人の使命は、感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保
のために海外における症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に必
要とするもの（以下「感染症その他の疾患」という。）に係る医療並びに医療
に係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に
密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政
策として、感染症その他の疾患に関する高度かつ専門的な医療、医療に係
る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与するこ
とである。
　そうした組織の中で、当法人の理事は、我が国の感染症その他の疾患に
係る研究、医療水準の向上を目指して、感染症その他の疾患等の分野にお
ける臨床研究や人材育成などの面で成果を継続して生み出すための高い
マネジメント、各方面に関する高度能力や、研究分野に関する高度な専門
性が求められることに加え、法人の役員として理事長を補佐する責務を有し
ている。
　なお、当法人では、理事の報酬を、当法人と同じく研究開発を主要な業務
とし、常勤職員数で比較的同等と認められるNC法人で、かつ公開資料を入
手できた、国立研究開発法人国立がん研究センターの理事の平成27年度
の報酬水準(年間17,647千円)と比較考慮したうえで決定されており、こうした
職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当と考えられ
る。
　また、当法人の平成28年度業務実績評価結果については、10項目中S評
価１項目、Ａ評価2項目、B評価7項目であり、この点を踏まえても、報酬水準
は妥当と考えられる。



　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　当法人の監事は、センター内の内部統制、業務の適正かつ効率的な運営
に資するとともに、会計経理の適正を期することを目的として定めており、監
査報告書を主務大臣に提出する職務を務めるため、会計に関する高度な専
門性に加え、合理的な判断、常に公正不偏の態度を保持できる人物が求め
られている。
　こうした職務上の特性を踏まえると報酬水準は妥当と考える。

　当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員
の報酬額と比較しても妥当な水準であると考える。また、役員の職務
内容の特性や平成28年度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報
酬水準であると考える。

当法人の使命は、感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保の
ために海外における症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に必要
とするもの（以下「感染症その他の疾患」という。）に係る医療並びに医療に
係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密
接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策
として、感染症その他の疾患に関する高度かつ専門的な医療、医療に係る
国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与すること
である。
　そうした組織の中で、当法人の非常勤理事は、我が国の感染症その他の
疾患に係る研究、医療水準の向上を目指して、感染症その他の疾患等の分
野における臨床研究や人材育成などの面で成果を継続して生み出すため
の高いマネジメント、各方面に関する高度能力や、研究分野に関する高度
な専門性が求められることに加え、法人の役員として理事長を補佐する責務
を有している。
　こうした職務上の特性を踏まえると報酬水準は妥当と考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成29年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

12,480 7 0 H29.4.1 1.1

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

5,086 4 0 H29.3.31 1.2 ※

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

理事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

法人での在職期間

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

理事D
（非常勤）

理事B

理事C
（非常勤）



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

１－②に記載の仕組みについては、今後も継続することとしている。

理事C
（非常勤）

該当者なし

理事B
（非常勤）

該当者なし

判断理由
在任期間7年間における当法人の業績を踏まえ、厚生労働大臣により決定された業績勘案率(1.1)で支給した。

該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事D
（非常勤）

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

該当者なし

理事A
（非常勤）

理事B

在任期間4年間における当法人の業績を踏まえ、厚生労働大臣により決定された業績勘案率(1.2)で支給した。

法人の長

理事A



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　当法人の職員の給与水準を検討するにあたって、当法人と同じく研究開発を主要な業務とする
他のNC法人のうち、常勤職員数（当法人2,019人）で比較的同等と認められる以下の法人の職種別
平均支給額を参考にした。
　国立研究開発法人国立がん研究センター･･･当該法人は、同じ国立研究開発法人として専門的医療
の提供と治療技術の開発を実施する点で共通しており、法人規模についても同等の法人規模（常勤
職員数2,171人）となっている。公表資料によれば、平成28年度の平均年間支給額は事務･技術で
6,760千円、研究職種で6,445千円、病院医師で12,540千円、病院看護師で5,364千円となっている。

  当法人においては、業績手当は基礎的支給部分と業績反映部分から構成される。
　業績反映部分の額は、理事長の定める基準により理事長が職員の業績に応じて定めた額とする。
業績反映部分算定基礎額は、基準日現在において職員がうけるべき基本給月額並びにこれに対
する地域手当及び研究員調整手当の月額の合計額とする。
　業務遂行能力評価（職員の職務及び責務に応じた業務を遂行する能力及び姿勢を評価。）と業務
実績評価（職員の職務及び責務に応じた業務上の目標に係る進捗状況及び達成状況並びにセンター
又は事業場に対する業務貢献を評価。)の二つの観点で職員の業績を評価し、その評価結果によって
AA～Dの七段階に区分けし、最高のAAにおいては+30%、最低のDにおいては-30%を業績手当へ
増減率として反映する。

　③　 給与制度の内容及び平成29年度における主な改定内容

  国立国際医療研究センター職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（役職手当、扶養手当、
地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、
附加職務手当、超過勤務手当、宿日直手当、役職職員特別勤務手当、業績手当、医師手当、
研究員調整手当、専門看護手当及び医療専門資格手当）としている。
  業績手当は、基礎的支給部分と業績反映部分からなる。基礎的支給部分については
基礎的支給部分算定基礎額（基本給＋扶養手当＋地域手当＋研究員調整手当）に、
６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給する場合においては
１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。業績反映部分の額は、業績反映部分
算定基礎額（基本給＋地域手当＋研究員調整手当)に理事長の定める基準により
理事長が職員の業績に応じて定めた額とする。
　人事院勧告（平成28年8月8日）を踏まえ、 平成29年6月から平成29年4月に遡り、
　初任給など若年層に重点を置いた基本給の引き上げを行った。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,113 37.1 6,146 4,626 104 1,520
人 歳 千円 千円 千円 千円

69 40.7 6,495 4,879 179 1,616
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 40.9 6,337 4,650 212 1,687
人 歳 千円 千円 千円 千円

89 44.3 12,566 9,836 87 2,730
人 歳 千円 千円 千円 千円

681 34.5 5,299 3,958 69 1,341
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 52.9 6,303 4,598 139 1,705
人 歳 千円 千円 千円 千円

199 37.2 5,501 4,120 180 1,381
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 51.4 9,766 7,261 175 2,505
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 40.3 5,542 4,078 133 1,464

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注2：技能職種（看護補助者等）は、病院の調理師、ボイラー技士等として従事する職員である。

注3：医療職種（医療技術職）は、病院の薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、

　　　臨床工学技士、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、

　　　心理療法士等として従事する職員である。

注4：教育職種（看護師養成所教員）は、国立看護大学校に勤務する職員で教授や准教授等

　　　として従事する職員である。

注5：福祉職種（MSW等）は、病院の医療社会事業専門員として従事する職員である。

注6：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注7：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

福祉職種
（MSW等）

医療職種
（病院医師）

うち所定内

常勤職員

うち賞与平均年齢
平成29年度の年間給与額（平均）

総額
人員

研究職種

事務・技術

区分

医療職種
（病院看護師）

技能職種
（看護補助者等）

医療職種
（医療技術職）

教育職種
（看護師養成所教員）



　①　職種別支給状況(年俸制適用者)

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

93 54.3 15,648 11,970 117 3,678
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

75 53.6 16,173 12,463 111 3,710
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 55.9 12,892 9,487 139 3,405

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。
注２：院長等については該当者が3人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　あることから人数以外は記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

49 44.9 9,300 6,905 129 2,395
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 44.9 9,300 6,905 129 2,395

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

総額 うち所定内
平成28年度の年間給与額（平均）

うち賞与

常勤職員

人員 平均年齢

任期付職員

研究職種

副所長等
（副所長･部長･室長）

副院長等
（副院長･部長･医長）

区分

院長等



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：「28-31歳」及び「32-35歳」については、該当者が3人以下のため、「平均給与額」及び「第1四分位」・「第3四分位」の表示は省略した。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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注：「20-23歳」については、該当者が２人以下のため、「平均給与額」及び「第1四分位」・「第3四分位」の表示は省略した。
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③

（事務･技術職）

平均
人 歳 千円

2 - -

7 50.2 9,130

11 51.5 8,480

22 40.6 6,166

1 - -

26 31.7 4,390

注：本部部長、本部主任は該当者が2人以下のため、個人情報が特定されるおそれのあることから、

　　平均年齢及び年間給与額については記載していない。

（研究職種）

平均

代表的職位

人 歳 千円

12 55.5 13,257

17 48.2 10,617

14 42.3 7,187

9 40.9 6,125

（医療職種(病院医師)）

平均

代表的職位
人 歳 千円

1 - -

3 - -

72 53.5 16,010

89 44.4 12,499

注：院長及び副院長の該当人数が3人以下のため、個人情報が特定されるおそれがあることから、

　　年間給与の最高額最低額については記載していない。

（医療職種(病院看護師)）

平均

代表的職位
人 歳 千円

2 - -

5 54.9 8,517

35 48.4 7,718

76 42.1 6,320

563 32.3 4,882

注：総看護師長の該当人数が2人のため、個人情報が特定されるおそれがあることから、

　　平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

千円

-

9,530～7,947

7,476～4,847

年間給与額

最高～最低
千円

千円

・総看護師長
・副総看護師長

・看護師長
・副看護師長

・看護師

－

8,830～8,304

8,395～6,229

7,403～4,773

・院長
・副院長

・診療科長
・医師

－

8,062～3,873

人員 平均年齢分布状況を示すグループ

・本部研究部長
・本部研究課長

・本部主任研究員
・本部研究員

15,857～10,345

13,556～8,152

8,143～6,685

7,026～5,340

年間給与額

最高～最低

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

平均年齢人員

年間給与額

最高～最低

最高～最低

5,857～3,421

9,647～8,212

－

18,904～13,165

16,292～8,109

・本部部長
・本部課長

・本部課長補佐
・本部係長
・本部主任
・本部係員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師））

分布状況を示すグループ

千円

-

年間給与額



④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.7 53.3 53.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.3 46.7 46.9

％ ％ ％

         最高～最低
　　50.1～

45.2
　　51.6～

44.1
　　49.7～

44.6
％ ％ ％

59.1 60.7 60

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.9 39.3 40

％ ％ ％

         最高～最低 46.0～37.5
　　44.4～

35.7
　　45.2～

36.6

(研究職種)
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低
　　100.0～

100.0
　　100.0～

100.0
　　100.0～

100.0

％ ％ ％

10.5 10.3 10.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 89.5 89.7 89.6

％ ％ ％

         最高～最低
　　100～

38.0
　　100～

36.3
　　100～

37.1

(医療職種(病院医師))
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低
　　100.0～

100.0
　　100.0～

100.0
　　100.0～

100.0

％ ％ ％

47.1 49.6 48.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 52.9 50.4 51.6

％ ％ ％

         最高～最低
　　100.0～

38.8
　　100.0～

35.5
　　100.0～

37.3

(医療職種(病院看護師))
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

51.3 53.2 52.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.7 46.8 47.7

％ ％ ％

         最高～最低
　　52.0～

39.1
　　52.2～

44.6
　　52.1～

43.4
％ ％ ％

59.0 61.0 60.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.0 39.0 40.0

％ ％ ％

         最高～最低
　　52.0～

34.8
　　44.4～

27.1
　　47.1～

33.8

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

賞与（平成29年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

９人



３　給与水準の妥当性の検証等

事務･技術職

*　令和3年10月15日修正

　給与水準の妥当性の
　検証

　平成30年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、対国
家公務員指数101.4、年齢･地域・学歴勘案95.3（*）となることが見込まれる
が、当法人の事業運営、民間医療機関の給与及び国家公務員の給与等を
総合的に考慮した上で、効率化できる部分については引き続き削減を進め
るとともに、適切な水準の確保について検討する。
　また、平成30年度（平成31年度公表）までに対国家公務員指数が年齢･
地域・学歴勘案で概ね95.0（*）以下となるよう、適切な給与水準の確保に
ついて検討する。

  当法人は､地域手当(戸山地区20%､清瀬地区16%､国府台地区15%(医療
研究連携加算5%を含む｡))を支給していることに加え、地域手当の受給率
が国よりも高いこと（平成29年度の国家公務員給与実態調査によると国に
おいて、地域手当の行政職俸給表(一)の受給人数率は81.5%であるが、当
法人における、平成29年度地域手当の事務･技術職員の受給人数率は
100%)により、国に比べて給与水準が高くなっているものと考えられる。
　なお、この裏付けとして、同一の地域でもって比較する地域勘案の要素が
加わると、対国家公務員指数は、年齢・地域勘案で93.9（*）、年齢・地域・
学歴勘案で、95.3（*）といずれも低くなっている。

（法人の検証結果）
　平成29年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これ
は、法人の事業所が東京であり、地域手当（戸山地区20％、清瀬地区16%､
国府台地区15％（医療研究連携加算5％を含む。））が高いことが考えられ
る。
　事務・技術職員における管理職の割合は29％と、国の俸給の特別調整
額対象者割合17. 72％を上回っているが、これは事務職員については業
務体制に応じた適切な配置をしているといった理由からである。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 13.6％】
（国からの財政支出額5,815百万円、支出予算の総額 42,824百万円
　：平成29年度予算）
【累積欠損額 8,701百万円(平成28年度決算) 】
【管理職の割合 29％（常勤職員数69名中20名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 55.1％（常勤職員数69名中38名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 33.3％】
（支出総額 41,728百万円、給与・報酬等支給総額 13,915百万円
　：平成28年度決算）

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　101.9

・年齢・地域・学歴勘案　　　　95.3 (*)

内容
・年齢勘案　　　　　　　　　　　　101.4

（主務大臣の検証結果）
　地域・学歴を勘案すると、給与水準が国家公務員より低い水準となってい
るが、今後とも適正な給与水準の在り方について検討を進めていただきた
い。

・年齢・地域勘案　　　　　　　　93.9 (*)

項目



研究職種

*　令和3年10月15日修正

　平成30年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、
104.7、年齢･地域・学歴勘案102.6（*）となることが見込まれるが、研究職員
については、優秀な人材を確保するため、当法人の事業運営、民間研究
機関の研究職員の給与及び国家公務員の研究職員の給与等を総合的に
考慮した上で、平成30年度（平成31年度公表）までに対国家公務員指数
が年齢･地域・学歴勘案で概ね102.0（*）以下となるよう、適切な給与水準
の確保について検討する。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 104.7
・年齢・地域勘案　　　　　　 　　102.4 （*）
・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　104.8
・年齢・地域・学歴勘案　　　    102.6 （*）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　当センターは地域手当の受給率が国よりも高いこと（平成29年度の国家
公務員給与実態調査によると国において、地域手当の研究職俸給表の受
給人数率は98.2%であるが、当法人における、平成29年度地域手当の研究
職俸給表の受給人数率は100%)により、国に比べて給与水準が高くなって
いるものと考えられる。
　なお、この裏付けとして、同一の地域でもって比較する地域勘案の要素が
加わると、対国家公務員指数は、年齢・地域勘案で102.4（*）と低くなる。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 13.6％】
（国からの財政支出額5,815百万円、支出予算の総額 42,824百万円
　：平成29年度予算）
【累積欠損額 8,701百万円(平成28年度決算) 】
【管理職の割合 42.0％（常勤職員数69名中29名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 97.1％（常勤職員数69名中66名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 33.3％】
（支出総額 41,728百万円、給与・報酬等支給総額 13,915百万円
　：平成28年度決算）

（法人の検証結果）
　平成29年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これ
は、法人の事業所が東京であり、地域手当の支給割合が高いことが原因と
考えられる。

（主務大臣の検証結果）
　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国
民の皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十
分検討していただきたい。

講ずる措置



医療職種(病院医師)

*　令和3年10月15日修正

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 112.7 （*）
・年齢・学歴勘案　　　　　　　 　104.8
・年齢・地域・学歴勘案　　  　  112.7 （*）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（主務大臣の検証結果）
　医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、
病院経営上においても、医業収益等の確保にかかる基本的かつ重要な事
項であるため、医師の給与水準については、特に配慮すべきと考えられ
る。
　今後とも、医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り
方について、必要な検討を進めていただきたい。

講ずる措置

　平成30年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合104.8、
年齢･地域・学歴勘案112.7（*）となることが見込まれるが、医師不足につい
ては、当法人においても例外ではないところであり、医師の確保状況に配
慮しつつ、当法人の事業運営、民間医療機関の医師の給与及び国家公務
員の医師の給与等を総合的に考慮した上で、平成30年度（平成31年度公
表）までに対国家公務員指数が年齢･地域・学歴勘案で概ね112.0（*）以下
となるよう、適切な給与水準の確保について検討する。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 13.6％】
（国からの財政支出額5,815百万円、支出予算の総額 42,824百万円
　：平成29年度予算）
【累積欠損額 8,701百万円(平成28年度決算) 】
【管理職の割合 46.0％（常勤職員数165名中76名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 100％（常勤職員数165名中165名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 33.3％】
（支出総額 41,728百万円、給与・報酬等支給総額 13,915百万円：平成28
年度決算）

（法人の検証結果）
　平成29年度における数値は、国家公務員の水準を上回っているが、民間
医療法人の医師の年間平均給与額は、15,167千円（平成29年度実施第21
回医療経済実態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を確
保するためには、競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水
準と比較し、この程度の給与水準とする必要がある。
　病院医師における管理職の割合は46.0％と、国の俸給の特別調整額対
象者割合32.41％を上回っているが、このことも影響していると考えられる。
これは病院医師については診療体制に応じた適切な配置をしているといっ
た理由からである。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 104.8

　役職手当の支給対象を、国の俸給の特別調整額に準じたものとし、か
つ、病院医師における管理職の割合は46.0％と、国の俸給の特別調整額
対象者割合32.41％を上回っていることが、対国家公務員指数を上回って
いる理由と考えられる。
　また、当法人の地域手当（20％・15％）の支給額が国より高いこと（平成29
年度国家公務員給与実態調査によると国において、地域手当の医療職俸
給表(一)の平均額は89,231円であるが、当法人における、平成28年度地域
手当の医療職俸給表(一)の平均額は100,310円）が、給与水準において国
を上回っているもうひとつの理由と考えられる｡



医療職種(病院看護師)

*　令和3年10月15日修正

講ずる措置

　平成30年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、
109.5、年齢･地域・学歴勘案102.5（*）となることが見込まれるが、看護師不
足については、当法人においても例外ではないところであり、看護師の確
保状況に配慮しつつ、当法人の事業運営、民間医療機関の看護師の給与
及び国家公務員の看護師の給与等を総合的に考慮した上で、平成30年
度（平成31年度公表）までに対国家公務員指数が年齢･地域・学歴勘案で
概ね102.0以下となるよう、適切な給与水準の確保について検討する。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　国の俸給の特別調整額に準じた役職手当などの支給が、対国家公務員
指数を上回っていることが理由と考えられる。（病院看護師における管理職
の割合は6.2％と、国の俸給の特別調整額対象者割合 0.9％を上回ってい
る)
　また、当センターでは、国立看護大学校があり、大学校の卒業者が多く看
護師として在職していることも影響していると考えられる。（大卒者以上の高
学歴者の割合58.6％と、国 2.0％と比較すると高くなっている。)
　他に、国家公務員の水準を上回っている理由として、法人の事業所が東
京であり、地域手当（戸山地区20％、国府台地区15％（医療研究連携加算
5％を含む。））が高いこと、また、当センターは地域手当の受給率が国より
も高いこと（平成29年度の国家公務員給与実態調査によると国において、
地域手当の医療職俸給表(三)の受給人数率は48.5%であるが、当法人にお
ける、平成29年度地域手当の医療職俸給表(三)の受給人数率は100%)によ
り、国に比べて給与水準が高くなっているものと考えられる。
　なお、この裏付けとして、同一の地域でもって比較する地域勘案の要素が
加わると、対国家公務員指数は、年齢・地域勘案で103.0（*）、年齢・地域・
学歴勘案で、102.5（*）といずれも低くなっている。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 13.6％】
（国からの財政支出額5,815百万円、支出予算の総額 42,824百万円
　：平成29年度予算）
【累積欠損額 8,701百万円(平成28年度決算) 】
【管理職の割合 6.2％（常勤職員数681名中42名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 58.6％（常勤職員数681名中399名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 33.3％】
（支出総額 41,728百万円、給与・報酬等支給総額 13,915百万円
　：平成28年度決算）

（法人の検証結果）
 　平成29年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。
　これは、法人の事業所が東京であり、地域手当（戸山地区20％、国府台
地区15％（医療研究連携加算５％を含む。））が高いこと、また、国家公務
員と比較し、職員に占める大学卒業者の割合が高いことが原因と考えられ
る。
　病院看護師における管理職の割合は6.2％と、国の俸給の特別調整額対
象者割合 0. 9％を上回っているが、これは病院看護師については診療体
制に応じた適切な配置をしているといった理由からである。
　大卒者以上の高学歴者の割合58.6％と、国 2.0％と比較すると高くなって
いる。

（主務大臣の検証結果）
　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国
民の皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十
分検討していただきたい。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 109.5

・年齢・地域勘案　　　　　　　 　103.0 （*）

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 108.2

・年齢・地域・学歴勘案　　  　  102.5 （*）



４　モデル給与
○ ２２歳（大卒初任給） 
　　　月額 294,312円 年間給与3,531,744円 
○ ３５歳（本部課長補佐） 
　　　月額 484,718円 年間給与5,816,616円 
○ ５０歳（本部課長） 
　　　月額 673,278円 年間給与8,079,332円 

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者13,000円、子１人につき6,500円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方
　・賞与：業績年俸
　　　基本年俸表適用職員について、前年度の業務の実績を考慮の上、
　　80/100から120/100の範囲内で定める割合を前年度の業績年俸に乗じた額を支給。
　・賞与：業績手当（業績反映部分）
　　　常勤職員（基本年俸表適用職員を除く。）について、業績に応じて定める割合を
　　算定基礎額に乗じた額を支給。
　・賞与：業績手当（年度末賞与）
　　　理事長が定める基準に基づく当該年度の医業収支が特に良好な場合に
　　職員の業績に応じた割合を、理事長が定める額に乗じて支給。
　　　業績手当については、今後も継続することとしている。



Ⅲ　総人件費について

平成27年度 平成28年度 平成29年度

千円 千円 千円

(A)

千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円

(Ｃ)

千円 千円 千円

(D) 2,118,923 2,345,257 2,444,421

千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

　・良質な医療の提供のため、医師、コメディカル等の医療従事者を増員したことによる給与費の増加。

 　　　これらの要因により、前年度と比較し、給与、報酬等支給総額は、計248,537千円の増加となった。

　・退職手当支給額については、前年度と比較し、支給人数及び一人あたりの退職手当金額が増に

　　なったことを受けて84,479千円の増となった。　

　・退職手当の算定については、「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」

　　(平成24年8月7日閣議決定)に基づく措置内容に従い、平成26年7月1日以降、調整率87/100で

　実施中であるが、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定)

　に基づき、平成30年4月1日から以下の措置を講ずることとした。

　役職員の退職手当について、調整率の引き下げを実施した。

　役員に関する講じた措置の概要：調整率87/100を83.7/100に引き下げ。

　職員に関する講じた措置の概要：調整率87/100を83.7/100に引き下げ。

　　なお、関係法律の成立を受けてから、法人としての所要の手続きを行ったため、措置の開始時期は、

 　国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日)と異なる取扱いとした。

Ⅳ　その他

特になし

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
2,796,131 2,868,454 3,036,891

20,337,11319,736,49619,055,649

退職手当支給額
488,137 607,367 691,846

14,163,955

区　　分

給与、報酬等支給総額
13,652,458 13,915,418


